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道路法に基づく 

「中国地方道路啓開計画」を策定しました 
 

 

 

記 

 
 
○計画策定者：中国地方道路啓開協議会（別添） 

 

○公 表 箇 所：中国地方整備局ホームページをご参照下さい。 

https://www.cgr.mlit.go.jp/douro/keikaikeikaku/chuugokuchihou.html 

 

 

 

  ＜同時資料提供先＞  

【中国地方】 合同庁舎記者クラブ・鳥取県政記者会・島根県政記者会 

【中国地方】 岡山県政記者クラブ・広島県政記者クラブ・山口県政記者クラブ 

【中国地方】 山口県政記者会・山口県政滝町記者クラブ・中国地方建設記者クラブ 

道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 22 条の 3 に基づく「中国地方道路啓開計

画」の策定に向けて、これまで「中国地方道路啓開協議会」において議論を進め

て参りました。 

今回、協議会での協議を得て「中国地方道路啓開計画」を策定しましたのでお

知らせいたします。 

 

○問い合わせ先 

 

国土交通省 中国地方整備局  TEL 082-221-9231（代表） 

                 082-511-6332（ダイヤルイン） 

（担当） 道路部 道路防災調整官 山口(やまぐち)正樹(まさき) （内線4412） 

         道路管理課長  河井(かわい) 知久(ともひさ)（内線4411） 

お知らせ 



中国地方道路啓開計画の概要（1/3）

計画の目的

1. 対象とする災害

３．優先的に道路啓開を実施する路線・区間

本計画における対象災害は、中国地方において甚大な被害が想定される「南海トラフを震源とする地震」とする。

想定する被災地域は、震度6弱以上または津波浸水が想定される市町村を基本とする（岡山県、広島県、山口県の45市町村）。
・ 震度分布：「南海トラフの巨大地震モデル・被害想定手法検討会 地震モデル報告書」（R7.3）に示される南海トラフ地震（陸側ケース）
・ 津波浸水想定：岡山県、広島県、山口県で想定されている最大クラスの津波

拠点の役割種別

• 災害発生直後、直ちに広域応援部隊が被災地方面に向かって移動する際
の一次的な目標となる拠点

• 災害対策を行う行政機関が災害対策本部を設置する拠点
• 救命・救助活動の司令塔となる拠点

広域進出拠点

• 被災県に向かって広域応援部隊の移動や支援物資の輸送をする際の目標
となる拠点進出拠点

• 各部隊が被災地において部隊の指揮、宿営、資機材集積、燃料補給等を行
う拠点救助活動拠点

２．道路啓開の目標

路線の役割種別

被災地外から甚大被災地域までの広域移動ルート（高速道路等）及び高速道
路ICから広域進出拠点までを接続するルート

広域支援ルート
(概ね24時間以内)

広域支援ルートから進出拠点を接続するルート被災地進出ルート
(概ね４８時間以内)

広域支援ルート又は被災地進出ルートから救助活動拠点を接続するルート被災地内ルート
(概ね７２時間以内)

【啓開候補路線の考え方】

【拠点の考え方】

令和６年１月に発生した能登半島地震においては、人命救助、ライフラインの早期復旧、孤立集落への交通確保のための道路啓開が極めて重要であることが改めて認識された。こうした教訓
を踏まえ、令和７年には道路法等が改正され、道路啓開計画の策定が法定化された。
「中国地方道路啓開計画」は、中国地方（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）の道路管理者及び関係者が構成する協議会での協議を経て、道路法第22条の3に基づく道路啓開計画とし
て策定するものであり、大規模災害時において、関係機関が連携・協力し、道路啓開の実効性の向上を図ることを目的とする。

計画の概要

【被災地支援に向けた優先的に道路啓開を実施する路線・区間】

【山口市周辺拡大】 【広島市周辺拡大】 【岡山市周辺拡大】

九州地方、四国地方、近畿地方からの
要請に応じて、資機材等の応援を想定

発災から概ね72時間以内に、高速道路等の広域支援ルートから瀬戸内
海沿岸部の被災地域へのアクセスを確保することを目標とした『中国連
環作戦』を実施

山陰側から山陽側の被災地域へ向かう広域支援ルートは、高速道路・直
轄国道を基本に設定

甚大な被害が想定される近畿・四国・九州地方との接続ルートは高速道
路を基本に設定

能登半島地震の教訓を踏まえ、海路・空路でのアクセスルートを設定

凡例
広域支援ルート
被災地進出ルート
被災地内ルート

広域進出拠点
進出拠点
救助活動拠点

震度6強
震度6弱
津波浸水想定区域

広域支援ルート

山口市

広島市

岡山市



中国地方道路啓開計画の概要（2/3）

４．道路啓開の方法

優先ルート選定訓練、情報収集・伝達訓練、土砂・がれき撤去や車両移動等の実働訓練等
の主な訓練メニューを適宜組み合わせ、年１回以上、訓練を実施

既存の訓練と連携し、道路管理者、建設業関連団体、警察・消防・自衛隊、ライフライン事
業者等の関係機関が参加することで実効性向上を図る

計画の概要

訓練内容訓練メニュー

災害時の情報通信機器の操作訓練

情報収集・伝達訓練 啓開路線・区間の被災情報等の収集や、道路啓開作業を実施する建設業者等への情報の伝達

道路啓開情報の伝達訓練

緊急物資輸送、人命救助に向けた優先ルート選定（航路、空路等の活用）
優先ルート選定訓練

孤立集落解消やライフラインの迅速な機能復旧に向けた優先ルート選定

道路啓開のための重機操作訓練

実働訓練

土砂・がれき・放置車両撤去訓練

電柱や倒木の撤去訓練

負傷者、ご遺体への対応訓練

地下埋設物、危険物への対応訓練

道路啓開作業中の上水道への対応

道路啓開作業中のガス施設への対応

長期浸水が想定されるエリアにおいて早期の浸水解消が必要な被災地内ルートに係る調整手
順の確認訓練

道路啓開と特定緊急水防活動との
調整に係る訓練

【訓練メニュー】

５．資機材の備蓄・調達

６．実践的な訓練

想定される被災想定量から算出した必要な資機材に対し、道路管理者および災害協定団
体が保有する資機材の備蓄量と必要量を比較し、必要量を確保している

ブルドーザやレッカー車、ホイールローダが不足する岡山県と広島県には、鳥取県と島根
県からの支援を計画

災害発災時、他の地方（近畿、四国、九州等）において、想定を超える被害が発生した場合、
山陰地方（島根県、鳥取県）で保有する資機材の活用について支援調整を実施

大規模災害発生後、道路管理者および関係機関が、「いつ・何を実施するか」を明確化した
タイムラインを作成・共有し、相互に連携することで、実効性の高い道路啓開を実現

訓練等で得られた教訓等に基づき、タイムラインの内容について継続的な改善を図る

道路啓開作業は、各道路管理者と建設業協会が締結する災害協定および通年契約してい
る道路維持工事等の業者の協力を基本として実施し、事前に路線ごとに道路啓開を担う
建設企業等の割り当てを整理

【資機材の必要量と保有量】

７．情報収集・伝達

【関係機関との情報伝達体制】

道路管理者と関係機関
で、情報伝達体制図を作
成し、これに基づき、タイ
ムラインに沿った情報共
有・伝達を円滑に実施

訓練等で得られた教訓
等に基づき、情報伝達体
制については随時見直
し、継続的な改善を図る

必要資機材量

337台バックホウ

83台ブルドーザ

7台振動ローラー

7台タイヤローラー

45台
レッカー車
ホイールローダ

3,180袋大型土嚢

1,150m3盛土

534m3土砂

560m3砕石

被災想定

136,931t災害廃棄物

56,247t津波堆積物

108箇所橋梁段差

95箇所段差・亀裂

94箇所斜面崩壊

28箇所盛土崩壊

6,060台放置車両

備蓄量
［道路管理者＋災害協定業者］

4,126台

173台

150台

55台

155台

58,977袋

30,783m3

56,255m3

12,779m3

比
較

必要量確保

【道路管理者】

県・政令市
災害対策本部

中国地方整備局
災害対策本部

高速道路事業者

県道路公社中国地方整備局
道路室

県・政令市
道路部局等

医療機関

【公共交通】
・鉄道事業者
・バス事業者 等

【港湾・航路関係機関】
・港湾空港部

・近畿・四国・九州地整

中国運輸局

市町村

石油商業組合

被害状況等報告 被害状況等
報告

調整 被害状況等報告

被害状況
等報告
啓開状況
報告

啓開作業要請

作業状況等報告

撤去等要請 救出要請

連携

連携

情報共有・調整

情報共有・調整

情報共有・調整

情報共有・調整

連携

【建設業協会等協定団体】
・被害状況調査支援団体
・啓開作業実施団体

【救助救出】
・消防
・警察
・自衛隊

【ライフライン】
・電力事業者
・通信事業者
・上下水道管理者

他地整

情報共有
・調整
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計画の概要

８．その他／道の駅の活用

８．その他／道路啓開ルートのリスクの整理

８．その他／地域の道路ネットワークの課題等の整理

８．その他／複合災害の扱い

地震、津波の発生後に、大雨や大雪が加わる被災シナリオを設定

シナリオに基づく各種リスクを図示し、関係機関で共有

特に、平成30年豪雨の教訓を活かし、被害発生につながる、土砂災害警戒区域、洪水・
高潮浸水想定区域を図上に整理し共有

８．その他／道路啓開計画のスパイラルアップ（定期的な計画の見直し）

広域支援ルート上に立地する主要な「道の駅」のうち、
９箇所を広域進出拠点として位置づけ、活用

被災地進出ルート上に立地する主要な「道の駅」のうち、
１０箇所を進出拠点として位置づけ、活用

本計画は、道路管理者および関係機関で構成する「中国地方道路啓開協議会」における審議
およびワーキンググループでの検討を経て作成

計画策定後は、以下の頻度および内容により、定期的な見直しを実施

5年に1回 ： 計画全体の精査・更新

1年に1回 ： 啓開作業範囲、資機材の備蓄・調達、訓練メニュー、情報伝達系統等の更新

なお、被害想定等、道路啓開の目標、路線区間等の更新がある場合は適宜見直しを実施

発災後できる限り早期に啓開ルートを選定できるよう、啓開ルート上のリスク（落橋、盛
土・法面崩壊等）を事前に図示し明確化

リスクが多い路線を事前に把握し、迂回ルートをあらかじめ設定

道の駅「西条のん太の酒蔵」

道の駅「ソレーネ周南」

【地域の道路ネットワークの課題】

災害時の「道の駅」の迅速な活用と防災機能の強化に向け、各「道の駅」の位置を図示し、
防災機能の現状等を整理

「中国連環作戦」の実施に重要な広域進出拠点・進出拠点として、「道の駅」を19箇所位置
づけて活用

道の駅「みやま公園」

沿岸部の被災地進出ルート等には、震度6弱の揺れや津波浸水が想定される地域が分
布しており、山陽側の主要幹線道路等では、災害時に被災地進出や道路啓開の支障と
なるおそれがある。このため、橋梁・構造物の耐震化を進めるとともに、津波浸水が想定
される区間では、事業中のバイパス等を活用した迂回路の確保により、幹線道路ネット
ワークの信頼性向上を図る。

山陰から山陽への広域支援のため、日本海国土軸を担う山陰道をはじめとする広域支
援ルートの確保が重要となる。一方、山陰道には未整備・事業中区間が残り、南北の主
要幹線道路等では山間部の狭隘区間が広域輸送の支障となるおそれがある。このため、
山陰道のミッシングリンク解消を進めるとともに、南北の主要幹線道路等の機能強化に
より、安定的な広域支援ルートの形成を図る。

大規模地震時に九州への広域支援ルートとなる下関～北九州間もネットワークの脆弱
性が課題。このため、緊急輸送ルート及び代替ルートの確保、九州地方の広域的な被災
地へのアクセス強化が必要。

・ 岡山県津山市 道の駅「久米の里」
・ 広島県世羅町 道の駅「世羅」
・ 広島県竹原市 道の駅「たけはら」 ▲

・ 広島県北広島町 道の駅「舞ロードIC千代田」 ▲

・ 広島県東広島市 道の駅「西条のん太の酒蔵」 ●▲

・ 山口県山口市 道の駅「長門峡」 ▲

・ 山口県上関町 道の駅「上関海峡」
・ 山口県周南市 道の駅「ソレーネ周南」 ●▲

・ 山口県下関市 道の駅「きくがわ」

・ 岡山県玉野市 道の駅「みやま公園」 ●▲

・ 岡山県瀬戸内市 道の駅「一本松展望園」
・ 岡山県瀬戸内市 道の駅「黒井山グリーンパーク」
・ 広島県福山市 道の駅「アリストぬまくま」
・ 広島県三原市 道の駅「みはら神明の里」 ▲

・ 広島県廿日市市 道の駅「スパ羅漢」
・ 山口県周防大島町 道の駅「サザンセトとうわ」
・ 山口県防府市 道の駅「潮彩市場防府」
・ 山口県山口市 道の駅「あいお」
・ 山口県山口市 道の駅「きらら あじす」

●：防災道の駅 ▲：防災拠点自動車駐車場



別 表 

中国地方道路啓開協議会名簿 

 

機 関 名 役 職 名 備 考 

【道路管理者】 

中国地方整備局 道路部長 会 長 

中国地方整備局 総括防災調整官 副会長 

中国地方整備局 道路情報管理官 〃 

鳥取県 県土整備部長  

島根県 土木部長  

岡山県 土木部長  

広島県 土木建築局長  

山口県 土木建築部長  

岡山市 都市整備局長  

広島市 道路交通局長  

西日本高速道路（株）中国支社 保全サービス事業部長  

本州四国連絡高速道路（株） しまなみ尾道管理センター所長  

広島高速道路公社 保全管理部長  

広島県道路公社 道路部長（兼）維持管理課長  

【関係機関】 

中国地方整備局 港湾空港企画官  

中国四国管区警察局 総務監察・広域調整部長  

中国四国管区警察局 総務監察･広域調整部 高速道路管理官  

鳥取県警察 交通部長  

島根県警察 交通部長  

岡山県警察 交通部長  

広島県警察 交通部長  

山口県警察 交通部長  

陸上自衛隊第１３旅団 司令部第３部長  

海上自衛隊呉地方総監部 防衛部長  

海上自衛隊舞鶴地方総監部 防衛部長  

海上自衛隊佐世保地方総監部 防衛部長  

航空自衛隊西部航空方面隊 防衛部長  

総務省 中国総合通信局 防災対策室長  

経済産業省 中国経済産業局 総務企画部長  

鳥取県 
危機管理部長  

福祉保健部長  

島根県 
防災部長  

健康福祉部長  

岡山県 
危機管理監  

保健医療部長  

広島県 
危機管理監  

健康危機管理担当部長  

山口県 
総務部理事  

健康福祉部長  

（一社）日本建設業連合会 中国支部 支部長  

（一社）日本道路建設業協会 中国支部 支部長  



機 関 名 役 職 名 備 考 

（一社）鳥取県建設業協会 会長  

（一社）島根県建設業協会 会長  

（一社）岡山県建設業協会 会長  

（一社）広島県建設工業協会 会長  

（一社）山口県建設業協会 会長  

（一社）建設コンサルタンツ協会 中国

支部 

支部長  

（一社）全国測量設計業協会連合会 中

国地区協議会 

会長  

（一社）日本自動車連盟中国本部 ロードサービス部長  

ＮＰＯ法人 全日本レッカー協会 理事長  

中国電力（株） 地域共創本部 地域総括部長  

ＮＴＴ西日本（株）中国支店 設備部長  

（株）ＮＴＴドコモ中国支社 ネットワーク部 災害対策室長  

ＫＤＤＩ（株）中国総支社 調整中  

ソフトバンク（株）エリア建設本部 調整中  

楽天モバイル（株）中国総支社 ＢＣＰ管理部担当部長  

（公社）日本水道協会 中国四国地方

支部 

広島市水道事業管理者  

広島ガス（株） 導管事業部 設備管理部長  

（一社）日本コミュニティーガス協会 

中国支部 

調整中  

（一社）日本建設機械レンタル協会 

中国ブロック 

中国ブロック長  

（一社）日本建設機械施工協会 中国

支部 

支部長  

認定ＮＰＯ法人 全国災害ボランティ

ア支援団体ネットワーク 

技術系専門委員  

ＮＰＯ法人 防災レジリエンス二輪協

会 

理事長  

  


